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愛知県国民保護計画の変更 新旧対照表 

 

修正箇所 新 旧 備考 

 第１編 総論 

  第４章 県の地理的、社会的特徴 

  

p.10-11 ３ 人口の地域分布及び土地利用 

 

 人口については、全県で約７４７万人（２０２４．１０．１）と、東京都、神奈

川県、大阪府に次いで全国第４位であり、人口のうち６５歳以上の高齢者が占める

割合は２５．８％と、全国値（２９．３％）より３．５ポイント低くなっている。 

 また、県全体の土地利用形態を構成比で見ると、森林･原野４２．２％、農用地

１４．１％、宅地１９．１％、道路８．０％、水面等４．５％、その他１２．１％

であり、全国的にみて、森林（全国値：６６．２％）の比率が低く、宅地（同５．

２％）、道路（同３．７％）の比率がかなり高い。 

 

(1) 尾張地域(西部) 

 尾張地域の面積は、約１,６８８㎢、人口は約５１４万人で、面積は県土全体の

３２．７％、人口は６８．８％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、宅

地面積が最も多く３５．８％を占め、以下、その他１７．４％、農用地１７．１％、

道路１２．８％の順となっている。 

 この地域は、人口稠密な約２３３万人の大都市名古屋を核に、西部の濃尾平野、

北部、東部の丘陵地域及び知多半島から成り、３地域の中で最も都市化が進んだ地

域である。 

 

(2) 西三河地域(中央部) 

 西三河地域の面積は、約１,７５８㎢、人口は約１６０万人で、面積は県土全体

の３４．０％、人口は２１．４％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、

森林面積が最も多く５１．５％を占め、以下、宅地１３．７％、農用地１２．８％

の順となっている。 

矢作川を軸に形成されるこの地域は、平たん部に自動車関連産業を中心とした工

業や商業・文化機能が集積した中核的な都市が連たんし、その周辺には優良な農用

地が広がっている。また、山間部には、県土保全、水資源かん養等の様々な機能を

有する森林が広がっている。 

 

 

３ 人口の地域分布及び土地利用 

 

 人口については、全県で約７４８万人（２０２３．１０．１）と、東京都、神奈

川県、大阪府に次いで全国第４位であり、人口のうち６５歳以上の高齢者が占める

割合は２５．７％と、全国値（２９．１％）より３．４ポイント低くなっている。 

 また、県全体の土地利用形態を構成比で見ると、森林･原野４２．２％、農用地

１４．２％、宅地１９．０％、道路８．０％、水面等４．５％、その他１２．１％

であり、全国的にみて、森林（全国値：６６．２％）の比率が低く、宅地（同５．

２％）、道路（同３．７％）の比率がかなり高い。 

      

(1) 尾張地域(西部) 

 尾張地域の面積は、約１,６８８㎢、人口は約５１５万人で、面積は県土全体の

３２．７％、人口は６８．８％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、宅

地面積が最も多く３５．６％を占め、以下、その他１７．４％、農用地１７．２％、

道路１２．８％の順となっている。 

 この地域は、人口稠密な約２３３万人の大都市名古屋を核に、西部の濃尾平野、

北部、東部の丘陵地域及び知多半島から成り、３地域の中で最も都市化が進んだ地

域である。 

 

(2) 西三河地域(中央部) 

 西三河地域の面積は、約１,７５８㎢、人口は約１６０万人で、面積は県土全体

の３４．０％、人口は２１．４％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、

森林面積が最も多く５１．５％を占め、以下、宅地１３．６％、農用地１２．９％

の順となっている。 

矢作川を軸に形成されるこの地域は、平たん部に自動車関連産業を中心とした工

業や商業・文化機能が集積した中核的な都市が連たんし、その周辺には優良な農用

地が広がっている。また、山間部には、県土保全、水資源かん養等の様々な機能を

有する森林が広がっている。 

 

 

統計数値の時点

修正 

一宮市の中核市

への移行に伴う

修正 
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修正箇所 新 旧 備考 

(3) 東三河地域(東部) 

東三河地域の面積は、約１,７２４㎢、人口は約７３万人で、面積は県土全体の

３３．３％、人口は９．８％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、森林・

原野面積が最も多く６３．３％を占め、以下、農用地１２．５％、宅地８．４％の

順となっている。 

この地域は、古くから豊川を軸に、比較的独立した圏域を形成しており、豊橋な

どの諸都市が連たんしているほか、山間部、渥美半島から成っている。 

 

行政面積 人口 人口密度
人口集中
地区面積

人口集中
地区面積
の割合

（㎢） （人/㎢） （㎢） (%)

[Ａ] [Ｂ] [Ｂ/Ａ]

2024.10.1現在 2024.10.1現在 2020.10.1現在

愛知県 5,170.1 7,465,250 1,444 965.2 18.7 14.1 42.2 4.5 8.0 19.1 12.1

尾張地域 1,688.3 5,138,683 3,044 675.4 40.0 17.1 10.9 6.0 12.8 35.8 17.4

うち名古屋市 326.5 2,331,264 7,140 288.7 88.4 2.9 2.9 4.6 19.4 54.1 15.9

うち一宮市 113.8 372,927 3,277 50.8 44.6 24.2 0.0 10.2 14.9 43.5 7.3

西三河地域 1,758.2 1,597,043 908 198.3 11.3 12.8 51.5 4.4 6.3 13.7 11.4

うち岡崎市 387.2 381,268 985 52.4 13.5 8.1 59.4 4.3 5.8 12.2 10.2

うち豊田市 918.3 414,531 451 40.5 4.4 6.8 67.9 3.1 4.2 7.5 10.5

東三河地域 1,723.6 729,524 423 91.4 5.3 12.5 63.3 3.1 4.9 8.4 7.8

うち豊橋市 262.0 362,810 1,385 46.9 17.9 28.5 16.3 6.1 9.4 23.7 16.0

各地目別土地利用面積の行政面積に対する割合(%)

2023年版「土地に関する統計年報」

農地
森林・
原野

水面・
河川・
水路

道路 宅地 その他

 

 

(3) 東三河地域(東部) 

東三河地域の面積は、約１,７２３㎢、人口は約７３万人で、面積は県土全体の

３３．３％、人口は９．８％を占めている。土地の利用区分ごとの構成比は、森林・

原野面積が最も多く６３．３％を占め、以下、農用地１２．６％、宅地８．４％の

順となっている。 

この地域は、古くから豊川を軸に、比較的独立した圏域を形成しており、豊橋な

どの諸都市が連たんしているほか、山間部、渥美半島から成っている。 

 

行政面積 人口 人口密度
人口集中
地区面積

人口集中
地区面積
の割合

（㎢） （人/㎢） （㎢） (%)

[Ａ] [Ｂ] [Ｂ/Ａ]

2021.10.1現在 2023.10.1現在 2020.10.1現在

愛知県 5,170.1 7,480,897 1,447 965.2 18.7 14.2 42.2 4.5 8.0 19.0 12.1

尾張地域 1,688.3 5,145,788 3,048 675.4 40.0 17.2 10.9 6.0 12.8 35.6 17.4

うち名古屋市 326.5 2,326,683 7,126 288.7 88.4 3.0 3.0 4.6 19.5 53.6 16.4

西三河地域 1,758.2 1,600,466 910 198.3 11.3 12.9 51.5 4.4 6.2 13.6 11.4

うち岡崎市 387.2 381,893 986 52.4 13.5 8.1 59.4 4.2 5.7 12.2 10.3

うち豊田市 918.3 416,127 453 40.5 4.4 6.8 68.0 3.1 4.2 7.5 10.5

東三河地域 1,723.6 734,643 426 91.4 5.3 12.6 63.3 3.1 5.0 8.4 7.6

うち豊橋市 261.9 365,346 1,395 46.9 17.9 28.5 16.4 6.1 10.0 23.6 15.4

各地目別土地利用面積の行政面積に対する割合(%)

2022年版「土地に関する統計年報」

農地
森林・
原野

水面・
河川・
水路

道路 宅地 その他

 

ｐ.14 ７ 石油コンビナート等特別防災区域 

2024.4.1現在

石油 高圧ガス

（万㎡） （千㎘） （千Ｎ㎥）

名古屋港臨海 2,742 7,558 360,344 17 21 38 153

衣 浦 1,052 111 18,850 3 7 10 71

田 原 114 6 0 0 0 0 4

計 3,908 7,675 379,194 20 28 48 228

地　区　名
面積

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所
その他
事業所第１種 第２種 合計

 

                                     

 

７ 石油コンビナート等特別防災区域 

2023.4.1現在

石油 高圧ガス

（万㎡） （千㎘） （千Ｎ㎥）

名古屋港臨海 2,742 7,577 365,051 17 21 38 154

衣 浦 1,052 111 18,849 3 7 10 71

田 原 114 6 0 0 0 0 4

渥　　　美※ 108 47 0 1 0 1 1

計 4,016 7,741 383,900 21 28 49 230

地　区　名
面積

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所
その他
事業所第１種 第２種 合計

 

※２０２３年１０月２８日に渥美地区は、石油コンビナート等特別防災区域の指定を解除された。

 

 

 

数値の時点修正 
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修正箇所 新 旧 備考 

 第３編 武力攻撃事態等への対処 

第１章 国民保護措置の実施体制 

  

ｐ.35 １ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体制 

県対策本部を設置すべき
通知を受けた場合 県対策本部を設置すべき通知がない場合

内閣総理大臣

総務大臣 （経由）

知 事

国民保護対策本部

国民保護第３非常配備

通知

設置

指令

［全職員］
《全面的な国民保護措置》

知 事

国民保護対策室

国民保護第２非常配備

設置

指令

［関係局の所要職員］
《緊急通報の発令等》

知 事

国民保護連絡室

国民保護第１非常配備

設置

指令

［関係局の所要職員］
《情報収集・連絡》

 

１ 武力攻撃事態等の認定後における国民保護措置の実施体制 

 

 

表記の整理 

p.35-36 (2) 県対策本部を設置すべき通知がない場合 

① 愛知県国民保護対策室の設置 

 知事は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

当該武力攻撃災害による住民の生命、身体又は財産に対する危険を防止するため緊

急の必要があると認めるときは、県対策本部が設置されていない場合にあっても、

必要に応じて、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定等の措置を講ずる。 

 この場合は、愛知県国民保護対策室を設置し、関係局の所要の職員による国民保

護第２非常配備を指令する。 

(2) 県対策本部を設置すべき通知がない場合 

① 愛知県国民保護対策室の設置 

 知事は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

当該武力攻撃災害による住民の生命、身体又は財産に対する危険を防止するため緊

急の必要があると認めるときは、県対策本部が設置されていない場合にあっても、

必要に応じて、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定等の措置を講ずる。 

 この場合は、愛知県国民保護対策室を設置し、関係部局の所要の職員による国民

保護第２非常配備を指令する。 

 

 

 ② 愛知県国民保護連絡室の設置 

  知事は、他の都道府県において武力攻撃災害が発生したことなどにより武力攻撃

事態等が認定された場合は、当該関連情報を収集し、連絡体制を確保する。 

 この場合は、愛知県国民保護連絡室を設置し、関係局の所要の職員による国民保

護第１非常配備を指令する。 

 

② 愛知県国民保護連絡室の設置 

知事は、他の都道府県において武力攻撃災害が発生したことなどにより武力攻撃

事態等が認定された場合は、当該関連情報を収集し、連絡体制を確保する。 

 この場合は、愛知県国民保護連絡室を設置し、関係部局の所要の職員による国民

保護第１非常配備を指令する。 

 

 


